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Ⅴ 資料編

１ 用語集

あ

● アレルギー物質

アレルギーなどの過敏症を起こす物質のことで，近年，アレルギー物質を含む食品が

原因の健康被害が多く見られ，こうした被害を未然に防止する観点から，アレルギー物

質の表示が平成１４年に法制化されました。厚生労働省では，食物アレルギーを起こす

頻度が高いものや重篤（病状が著しく重い）なアレルギーを起こすことが明らかになっ

た７品目（えび，かに，小麦，そば，卵，乳，落花生）を，「特定原材料」として表示を

義務付け，また，それらに準ずるものとして，２０品目（あわび，いか，いくら，オレ

ンジ，カシューナッツ，キウイフルーツ，牛肉，くるみ，ごま，さけ，さば，大豆，鶏

肉，バナナ，豚肉，まつたけ，もも，やまいも，りんご，ゼラチン）について表示を奨

励しています。

● 遺伝子組み換え食品

食品となる植物等に，細菌やウイルスなどの有用な遺伝子を組み込む遺伝子組み換え

技術により作られる食品のことです。食品生産の量的・質的向上や害虫や病気に強い農

作物の改良，加工特性などの品質向上に資することが期待されています。組み換えＤＮ

Ａ技術を応用した食品は，農作物及びその加工食品と組み換えＤＮＡ技術を利用して得

られた微生物から製造した食品添加物があります。

遺伝子組み換え食品については安全性審査が義務化されており，未審査のものは輸入，

販売等が禁止されています。また，大豆，とうもろこし，ばれいしょ，なたね，綿実，

アルファルファ，てん菜，パパイヤの８作物，及びその加工食品の３３食品群について，

遺伝子組み換え食品を使用している場合は「遺伝子組み換え」と，使用の有無が不明の

場合は「遺伝子組み換え不分別」と表示することが義務付けられています。

● 牛海綿状脳症(ＢＳＥ)

Ｂｏｖｉｎｅ．Ｓｐｏｎｇｉｆｏｒｍ．Ｅｎｃｅｐｈａｌｏｐａｔｈｙの頭文字をと

っています。

牛の病気で，脳の神経細胞が空胞化し，スポンジ状になることから名付けられました。

起立不能や行動異常等の神経症状を示し，発病後２週間から６か月で死に至ります。治

療法はありません。ＢＳＥ感染牛を原料とした肉骨粉を飼料として牛に給与したことに

より，感染が拡大しました。原因たんぱく（異常プリオン）に感染した脳・脊髄・目，

回腸遠位部やせき柱に含まれる背根神経節等を食べることで人間にも感染するといわれ

ています。１９８６年にイギリスで初めて発生が確認され，日本でも２００１年９月に

第１号の発生が確認されました。

● エコファーマー

環境と調和した農業生産をより一層推進するため，平成１１年に「持続性の高い農業

生産方式の導入の促進に関する法律（持続農業法）」が制定されました。この法律は，た

い肥等を活用した土づくりと化学肥料や化学農薬の使用の低減を一体的に行う生産方式

を導入しようとする農業者に対し，支援を行うものです。

この法律に基づいて，知事の認定を受けた農業者を「エコファーマー」と呼びます。

● オイスターＧメン（輸入生かき偽装防止特別監視員）

輸入生かき混入（偽装）を防止し，宮城のかきの信頼回復を図るため，県内のかき仲

買・袋詰め業者が偽装防止などを目的に設立した「宮城県産生かき適正表示協会」に加

盟し県内で生かきを取り扱う仲買・袋詰め業者を主な対象として，抜き打ち調査等を行

うものです。
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か

● 貝毒

二枚貝類（ホタテガイ，カキ，アサリ等）は，海水中のプランクトンを餌にしていま

すが，海水中には時として有毒なプランクトンが発生します。それを摂取した二枚貝類

は，その毒成分を体内に蓄積し，それが原因となって本来無毒である二枚貝類が毒化し

ます。これが貝毒です。

貝毒にはまひ性貝毒と下痢性貝毒の２種類があり，各々規制値が定められています。

まひ性貝毒は可食部ｋｇあたり４ＭＵ（マウスユニッット），下痢性貝毒ではＯＡ群（オ

カダ酸群）について可食部ｋｇあたり０.１６ｍｇを超えると出荷が規制されます。

貝毒は海水中の有毒プランクトン濃度が低くなりますと，徐々に二枚貝類の体内から

排出されて消失します。

● ＧＡＰ（農業生産工程管理）

ギャップと呼ばれています。Ｇｏｏｄ（良い）Ａｇｒｉｃｕｌｔｕａｌ（農業）Ｐｒ

ａｃｔｉｃｅ（やり方）の頭文字をとっています。農林水産省は「農業生産工程管理」，

日本ＧＡＰ協会は「適切な農場管理と実践」と訳しています。

農業生産工場において，生鮮農産物の安全性確保などを主な目的とし，生産から出荷

の段階で想定される３つの危害，化学的危害（残留農薬など），物理的危害（異物混入な

ど），生物的危害（病原微生物など）を未然に回避するための農業生産管理ポイントを整

理し，それを実践・記録する取組のことです。

従来は最終の収穫物をサンプリングしての「ファイナルチェック方式」（結果管理）で

したが，ＧＡＰではＩＳＯやＨＡＣＣＰのような「プロセスチェック方式」（工程管理）

の考え方を農業現場に導入したものです。

● 牛トレーサビリティ法（牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法）

（平成１５年６月１１日法律第７２号）

平成１３年９月に国内で初めて発生した牛海綿状脳症（ＢＳＥ）への対応策として平

成１５年６月に「牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法」（牛ト

レーサビリティー法）が制定されました。この法律は，現存する牛や消費者の元に届い

た牛肉について，そこに至るまでの経過を追跡・遡及することを可能とするために制定

されました。

これにより，国内に現存する全ての牛はそれぞれ固有の個体識別番号を付与され，こ

の番号に基づいた各種情報の管理が義務付けられています。

● 景品表示法（不当景品類及び不当表示防止法）（昭和３７年５月１５日法律第１３４号）

一般消費者の利益の保護を図るため，不当な顧客の誘引を禁止する法律。表示されて

いる内容が実際のものより著しく優良であると誤認を招くような表示や，取引条件が実

際のものより著しく有利であると誤認を招く表示を不当表示として禁止するほか，過大

な景品類の提供を禁止することで，一般消費者による利益の保護を目的としています。

● 健康増進法（平成１４年８月２日法律第１０３号）

わが国における急速な高齢化の進展及び疾病構造の変化に伴い，国民の健康の増進の

重要性が著しく増大していることにかんがみ，国民の健康の増進の総合的な推進に関し

基本的な事項を定めるとともに，国民の栄養の改善その他の国民の健康の増進を図るた

めの措置を講じ，もって国民保健の向上を図ることを目的として，平成１４年８月に制

定され，平成１５年５月１日に施行されたものです。

特別用途表示について規定する食品関係の内容としては，健康保持増進の効果などに

ついての虚偽または誇大な広告等の表示の禁止などについて規定しています。
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● 高病原性鳥インフルエンザ

高病原性鳥インフルエンザは鳥インフルエンザのうち，発症すると致死率が１００％

に近く，鶏，七面鳥，うずら等が感染すると，全身症状を起こし，神経症状（首曲がり，

元気消失等），呼吸器症状，消化器症状（下痢，食欲減退等）等が現れ，鳥に対して特に

高い病原性を示す特定のウイルスによる疾病です。

なお，わが国ではＨ５亜型，Ｈ７亜型のＡ型インフルエンザのうち，鶏への病原性確

認検査又はウイルス遺伝子分析により病原性が高いと判断されたものを高病原性インフ

ルエンザ，病原性が低いと判断されたものを低病原性鳥インフルエンザとしています。

高病原性鳥インフルエンザが，食品を介して人に感染する可能性は，現時点ではない

ものと考えられており，鶏卵や鶏肉を介した感染例は世界的にも報告されていません。

鳥インフルエンザウイルスは適切な加熱により死減するとされており，一般的な方法と

して，食品の中心温度を７０℃に達するように加熱することを推奨しています。

● コーデックス委員会（ＣＯＤＥＸ ＡＬＩＭＥＮＴＡＲＩＵＳ ＣＯＭＭＩＳＳＩＯＮ ＣＡＣ）

コーデックス委員会はＦＡＯ／ＷＨＯ合同食品規格計画の実施機関として，１９６２

年に，ＦＡＯ（国連食糧農業機関）とＷＨＯ（世界保健機構）が合同で設立した国際政

府間組織で，その設置目的は，国際食品規格の策定を通じて，消費者の健康を守るとと

もに，食品貿易における公正を確保することです。

コーデックス委員会が策定した食品規格は，ＷＴＯ（世界貿易機関）の多角的貿易協

定のもとで，国際的な制度調和を図るものとして位置付けられています。事務局はイタ

リアのローマに置かれており，２０１４年５月現在の加盟国は１８５カ国及び１機関で，

我が国は１９６６年に加盟しています。

● 米トレーサビリティ法（米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律）

（平成２１年４月２４日法律第２６号）

お米，米加工品に問題が発生した際に流通ルートを速やかに特定するため，生産から販

売・提供までの各段階を通じ，取引等の記録を作成・保存することを定めた法律。

対象事業者は，対象品目となる米・米加工品の販売，輸入，加工，製造又は提供の事業

を行うすべての方（生産者を含む）。

さ

● 残留農薬

「残留農薬」とは，農薬の使用に起因して食品に含まれる特定の物質をいいます。農

薬が残留した食品を摂取することにより，人の健康を損なうことがないよう，食品衛生

法に基づく「食品，添加物等の規格基準」において農産物に残留する農薬の成分である

物質の量の限度が定められています。残留農薬基準を超えるような農薬が残留している

農産物は販売禁止等の措置が取られることになります。

● ＪＡＳ法（農林物資の規格化等に関する法律） （昭和２５年５月１１日法律第１７５号）

適正かつ合理的な農林物資の規格を制定し普及させることを目的とした法律。

平成２７年４月１日の食品表示法施行までは「ＪＡＳ規格」と「品質表示基準」の２

つの制度を定める「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律」という名称

でしたが，食品表示法の施行により，食品の品質表示に関する部分が食品表示法に統合

されました。

● 食育

食育とは，様々な経験を通じて食に関する知識と食を選択する力を習得し，健全な食

生活を実践することができる人間を育てることであり，生きる上での基本となるもので



59

す。

● 食材王国みやぎ地産地消推進店

地産地消に積極的に取り組んでいる飲食店及びホテル，旅館等の宿泊施設を「食材王国

みやぎ地産地消推進店」として登録し，その情報を広く発信することにより，多くの方々

に県産の食材を食していただき，その認知度の向上と消費拡大を図っています。

● 食中毒

食中毒の原因となる細菌，ウイルスが付着した食品や，有毒・有害な物質が含まれた

食品を食べることによって，下痢，おう吐，腹痛，発熱などの健康被害が起こることで

す。

食中毒の約５割は，食べ物の中で増えた食中毒菌や食中毒菌が作った毒素を食べるこ

とにより起きる細菌性食中毒です。細菌性食中毒の主なものはカンピロバクター，サル

モネラ，腸炎ビブリオ，黄色ブドウ球菌，腸管出血性大腸菌Ｏ１５７等があります。

このほか，ノロウイルス等のウイルスを原因とする食中毒や，毒キノコや貝毒，フグ

毒などによる自然毒食中毒，洗剤や農薬などの化学物質の混入による化学性食中毒があ

ります。

なお，食べ過ぎ，飲み過ぎによる体調不良，ビタミン欠乏による栄養障害，食品中に

混入したガラス，針などの異物による物理的・機械的障害，熱いものの摂取によるやけ

どなどは食中毒に含まれません。

● 食鳥検査

平成２年６月２９日「食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律」（食鳥検査法）

が公布され，それまで「食鳥処理加工指導要領」により実施していた全羽自主検査が，

平成４年４月１日から，食鳥検査に変更されました。年間３０万羽を超える処理を行う

食鳥処理場では，都道府県知事の検査として，獣医師である食鳥検査員の検査を受けな

ければならないことになりました。

また，３０万羽以下を処理する食鳥処理場では，都道府県知事の認定を受けた事業者

が確認規定に従い，基準に適合していることを確認しています。

● 食鳥検査員

食鳥検査員は，都道府県知事が指定する，食鳥処理場で処理される食鳥の検査及び衛

生指導等の職務に従事する都道府県の職員（獣医師）。本県では，食肉衛生検査所及び仙

南保健所，塩釜保健所岩沼支所に配置しています。

● 食鳥処理場

食鳥検査法に基づき，食用に供する目的で食鳥（鶏，あひる，七面鳥等）をと殺し，

羽毛を除去し，食鳥と内臓を摘出する行為を行う施設をいいます。

● 食鳥処理法（食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律）

（平成２年６月２９日法律第７０号）

「食鳥処理の事業について公衆衛生の見地から必要な規制その他の措置を講ずるとと

もに，食鳥検査の制度を設けることにより，食鳥肉に起因する衛生上の危害の発生を防

止し，もって国民の健康の保護を図ること。」を目的として，平成２年に制定され，食鳥

処理業の許可，食鳥検査，食鳥処理業者の遵守事項等について規定されています。

● 食品安全委員会

食品安全基本法に基づき内閣府に設置された委員会で，健康への悪影響について科学

的評価（食品健康影響評価）を実施し，それに基づいた勧告を行う他，消費者，食品関
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連事業者などの関係者相互における幅広い情報や意見の交換，重大な食品事故の発生等

の緊急事態への対応を行う機関です。７名の委員から構成され，その下に専門調査会が

設置されています。

● 食品安全基本法（平成１５年５月２３日法律第４８号）

食品の安全性の確保を総合的に推進することを目的として平成１５年５月に制定され

ました。

この法律に基づき，食品健康影響評価を専門的に行う「食品安全委員会」が内閣府に

設置されており，食品健康影響評価に基づき，各省庁では安全確保のための規格基準を

定めるなど具体的な施策を策定し，実施します。

また，情報の公開，関係者相互の情報・意見の交換促進についても規定されています。

● 食品衛生監視員

都道府県知事等に任命され，食品に起因する衛生上の危害を防止するために，食品関

連営業施設等の監視指導，食品，添加物等の収去検査，ＨＡＣＣＰなどの高度衛生管理

方式の普及等の職務に従事する，薬剤師・獣医師等の資格を持った都道府県等の職員で，

保健所や食肉衛生検査所等に配置されています。

● 食品衛生法（昭和２２年１２月２４日法律第２３３号）

昭和２２年に「飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し，公衆衛生の向上及び増

進に寄与すること」を目的に制定されましたが，ＢＳＥ問題や偽装表示問題などを契機

とする食品の安全に対する国民の不安や不信の高まりから，食品の安全の確保のための

施策の充実を通じ，国民の健康の保護を図ることを目的として，平成１５年５月に改正

されました。

改正食品衛生法は，国民の健康の保護のための予防観点に立ったより積極的な対応，

事業者による自主管理の促進，農畜水産物の生産段階の規制との連携という３つの視点

に基づき見直されており，新たに食品関係事業者の責務の明確化等が盛り込まれていま

す。

また，食品衛生法の「食品,添加物等の規格基準」（昭和３４年１２月１８日厚生省告

示第３７０号）の中で，「玄米及び精米中のカドミウムとして，０.４ppmを超えて含有す

るものであってはならない。」とされています。

● 食品添加物

食品添加物とは，食品の製造の過程において又は食品の加工若しくは保存の目的で，

食品に添加，混和，浸潤その他の方法によって使用する物をいい，保存料，甘味料，着

色料等が該当します。厚生労働大臣が定めたもの以外の添加物並びにこれを含む製剤及

び食品の製造，輸入，使用，販売等は禁止されており，この指定の対象には，化学的合

成品だけでなく天然に存在する添加物も含まれます。

● 食品表示ウォッチャー

食品表示法に基づく食品表示の一層の適正化を図るため，県民（消費者モニター登録

者）から食品表示ウォッチャーを募集し，食品販売店における日常の買い物等を通じて

食品表示のモニタリングを実施するとともに，その結果を県に報告していただくもので

す。県は，その情報に基づき調査・指導などを行います。

● 食品表示法（平成２５年６月２８日法律第７０号）

食品を摂取する際の安全性及び一般消費者の自主的かつ合理的な食品選択の機会を確

保をするため，食品衛生法，ＪＡＳ法及び健康増進法の食品の表示に関する規定を統合

し，食品の表示に関する包括的かつ一元的な制度とするため，平成２７年４月から施行
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された法律です。食品表示法では，これまで任意制度とされていた栄養成分の表示が，

原則全ての加工食品で義務化されたほか，機能性表示食品制度が新たに創設されました。

● 飼料安全法（飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律）

（昭和２８年４月１１日法律第３５号）

飼料及び飼料添加物の製造等に関する規制，飼料の公定規格の設定及びこれによる検

定等を行うことにより，飼料の安全性の確保及び品質の改善を図り，公共の安全の確保

と畜産物等の生産の安定を目的とした法律です。有害物質を含む飼料等の製造，輸入，

販売，使用（家畜等への供与）の禁止，家畜等に飼料供与した場合の飼料の種類，使用

年月日，場所，家畜の種類，使用量等の記録とその保管などについて規定しています。

た

● 腸管出血性大腸菌Ｏ１５７
オー

大腸菌は，家畜や人の腸管内にも存在し，ほとんどのものは無害ですが，一部のもの

は，人に急性の下痢や胃腸炎等の消化器症状や合併症を引き起こすことがあり，病原大

腸菌あるいは下痢性大腸菌と呼ばれています。そのうち毒素（ベロ毒素）を産生し，出

血を伴う腸炎や溶血性尿毒症症候群（ＨＵＳ）を起こす大腸菌を腸管出血性大腸菌とい

います。この菌による感染症の典型的臨床症状は出血性大腸炎で，血清型が（Ｏ１５７

：Ｈ７）の菌を特に腸管出血性大腸菌Ｏ１５７と呼びます。この菌による食中毒事件は，

米国のハンバーガーによる大規模な食中毒事件があり，４名の死者を出したことで予防

対策がとられるようになりました。このほかにも同様の症状を現すものとしてＯ２６，

Ｏ１１１などがあります。

日本では，平成８年に全国で腸管出血性大腸菌Ｏ１５７による食中毒事件が多発し，

社会問題になりました。

● 動物用医薬品

専ら動物に用いられる医薬品（抗生物質や寄生虫駆除剤など）であり，動物の病気の

治療または予防に使用されています。「医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安全性の

確保等に関する法律」に基づき使用が規制されており，対象動物，用法及び用量，使用

禁止（出荷制限，休薬）期間など使用者が守る基準が定められています。

● 特別栽培農産物

その農産物が生産された地域で慣行的に行われている化学合成農薬及び化学肥料の使

用状況に比べて，農薬の使用回数が５０％以下，化学肥料の窒素成分量が５０％以下の

双方の条件を満たして栽培された農産物をいいます。

県では，この条件を満たした農産物を認証する制度（「みやぎの環境にやさしい農産物

認証・表示制度」）を設けており，認証を受けた農産物には県が指定する認証マークを付

けて出荷することができます。これにより，消費者に対する信頼性の確保と環境保全型

農業の取組の拡大を図っています。

● 特用林産物

食用とされる「しいたけ」，「えのきたけ」，「ぶなしめじ」等のきのこ類，樹実類，山

菜類等，非食用のうるし，木ろう等の伝統的工芸品原材料及び竹材，桐材，木炭等の森

林原野を起源とする生産物のうち一般の木材を除くものの総称。

● 特用林産物の生産工程管理（放射性物質汚染対策）

しいたけ等の原木栽培きのこ類の出荷制限(自粛)解除及び解除後の安全・安心なきの

こ生産に必要な条件とされるもので，生産者が安全・安心な資機材を用いて，極力，放

射性物質の影響を受けない作業方法による栽培を実行すること。
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生産者は，現地に応じた作業方法や必要な資機材を取りまとめ，かつ，作業が漏れな

く実行されているかについて，チェックシートや作業日誌などにより確認することによ

って，放射性物質汚染の恐れのない栽培きのこ生産に取り組みます。

県では，「きのこ栽培における放射能対策作業マニュアル」（原木きのこ栽培管理基準）

と「原木きのこ栽培管理チェックシート兼作業日誌」を定め，原木の購入，植菌，ほだ

木の伏せ込み，発生，収穫，出荷までの全ての工程で安全・安心な栽培のために必要な

取組事項を生産者に示しています。また，生産者が行う生産工程管理の実施状況につい

ては，県が確認することとしています。

● 特用林産物の出荷制限・出荷制限解除

放射性物質モニタリング検査によって，食品衛生法に基づく基準値を超過する食品が

確認された場合，県が市町村等に該当品目の出荷自粛を要請します。出荷自粛品目の基

準値超過に地域的な広がりが確認された場合は，原子力災害対策特別措置法に基づき，

原子力災害対策本部長（内閣総理大臣）が知事に対して地域及び品目単位で出荷制限を

指示します。

出荷制限指示を受けた食品については，経年的な放射性物質の濃度の低下や適切な生

産工程管理の実施など品目毎に定められる条件を満たした上で，放射性セシウムの検査

結果が安定して低水準であることが確認された場合，知事からの申し出により，原子力

災害対策本部長が制限を解除します。

平成２９年３月末現在，本県では，２１市町村において露地栽培の原木しいたけが出

荷を制限されているほか，施設栽培の原木しいたけ等のきのこ類４品目，たけのこ等の

山菜類６品目について，出荷制限又は自粛の措置が講じられています。一方これまでに，

原木しいたけ（露地・施設），たけのこ，くさそてつ（こごみ），原木むきたけ，原木な

めこで，一部出荷の制限や自粛が解除されています。

● と畜場

と畜場法に基づき，食用に供する目的で獣畜（牛，馬，豚，山羊，羊）をと殺し，ま

たは解体するために設置された施設をいいます。

● と畜場法（昭和２８年８月１日法律第１１４号）

「と畜場の経営及び食用に供するために行う獣畜の処理の適正の確保のために公衆衛

生の見地から必要な規制その他の措置を講じ，もって国民の健康の保護を図ること。」を

目的として昭和２８年に制定され，と畜場の設置の許可，と畜場の衛生管理，と殺また

は解体の検査等について規定されています。

● トレーサビリティ（システム）

トレーサビリティとは，ｔｒａｃｅ（追跡）とａｂｉｌｉｔｙ（可能）を合わせた言

葉で，食品の生産，加工，流通等の各段階で，原材料（食品）が，いつ，どこで，どの

ように生産・流通・加工されたかについて，追跡又は遡って調査できる仕組みをいいま

す。食品事故が発生した場合の迅速な回収や，原因究明により危害の未然防止・拡大防

止への活用が期待されます。

また，最近では，食品を購入した消費者がその生産履歴等をＩＴなどの活用により知

ることができるシステムが開発されており，消費者への情報提供の面からも活用が期待

されています。その一方で，コストを誰が負担するのか，導入しても実質的な利用があ

るのかといった課題もあります。

なお，国産牛肉及び米については，トレーサビリティに取り組むことが義務づけられ

ています。

な
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● 農薬

農薬取締法において，農薬とは，農作物（樹木及び農林産物を含む。以下，「農作物等」

という。）を害する菌，線虫，だに，昆虫，ねずみその他の動植物またはウイルスの防除

に用いられる殺菌剤，殺虫剤その他の薬剤および農作物等の生理機能の増進または抑制

に用いられる成長促進剤，発芽抑制剤その他の薬剤と定義されています。

また，農作物等の害虫を食べるクモなどの天敵も農薬とみなすとされています。

用途別に見ますと，害虫を防除する殺虫剤，農作物等にとって有害な菌細菌や糸状菌

を防除する殺菌剤，雑草を防除する除草剤，種なしぶどうなどを作る際に用いられるい

わゆる植物成長調整剤などがあります。

現在栽培されている農作物等の中には，農薬を使用しなければ，ほとんど収穫できな

いもの（例：りんご，もも）もあることから，病気や害虫，また雑草の害を食い止め，

品質のよい農作物等を安定的に供給するために農薬が使われています。また，真夏の草

取りなど，農作物等の生産者の過重な労働の軽減にも役立っています。

国内で農薬を使用する場合は，農薬取締法に基づき登録された農薬でなければなりま

せん。農薬取締法では，農薬登録時に定められた使用方法を遵守しなければならないこ

ととされています。（使用基準）

食品衛生法に基づき食品中に残留する農薬の残留基準を設定し，安全確保を図ってい

ます。

● 農薬管理指導士

農薬取締法に基づき農薬の安全使用や保管管理について適正になされるとともに，使

用者等に対し適切に指導できるよう農薬販売業者やＪＡ職員等農薬の専門知識を有する

必要がある方々を対象として，県が研修を実施し，試験を経て認定しています。

● 農薬取締法（昭和２３年７月１日法律第８２号）

農薬について登録制度を設け，販売及び使用の規制を行うことにより，農薬の適正使

用の確保等を図り，もって農業生産の安定と国民の健康の保護に資するとともに，国民

の生活環境の保全を目的とした法律です。

農薬の登録制度では，国に登録された農薬のみが製造，輸入，販売，使用できる仕組

みになっています。また，薬効，薬害，毒性，残留性等試験の結果を基に，その農薬を

使用できる作物，使用量，濃度，使用時期，使用回数等の使用に関する基準が定められ

ています。

● ノロウイルス

ヒトの小腸粘膜で増殖するウイルスで，他の食中毒菌と異なり，食品中では増殖しま

せん。このため，人から排出されたウイルスが，河川等を経て海にたどり着き，カキな

どの二枚貝の内臓に蓄積されるものと考えられています。

従前は小型球形ウイルス又はＳＲＳＶ（Ｓｍａｌｌ Ｒｏｕｎｄ Ｓｔｒｕｃｔｕｒ

ｅｄ Ｖｉｒｕｓ）と呼ばれていましたが，遺伝子学的な分類でノロウイルスとそれ以

外のものに分けられることがわかったため，ＳＲＳＶのうちノロウイルスと同定される

ものについては，この名称を用いることになりました。

潜伏時間は２４～４８時間で，主症状は下痢，吐き気，おう吐，腹痛，発熱（３８℃

以下）など風邪に似た症状を呈し，冬場に多く発生する傾向があります。

ウイルスを取り込んだカキなどの二枚貝を不十分な加熱で食べた場合や，感染者の用

便後の手洗い不足等により，ウイルスに汚染された食品を食べた場合などに感染するお

それがあります。なお，感染者の便や吐しゃ物に接触したりすることにより二次感染を

起こすこともあります。

予防策としては，中心まで十分に加熱して食べることや手洗いの徹底等があげられま

す。
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平成９年５月に改正された食品衛生法で，食中毒病因物質に小型球形ウイルス(ＳＲＳ

Ｖ）が追加され，さらに平成１５年８月の改正で，この病因ウイルス名が小型球形ウイ

ルス（ＳＳＶ）からノロウイルス（ＮＶ）に変更されています。

は

● ＨＡＣＣＰ（危害分析重要管理点）

ハサップと呼ばれています。Ｈａｚａｒｄ Ａｎａｌｙｓｉｓ Ｃｒｉｔｉｃａｌ

Ｃｏｎｔｒｏｌ Ｐｏｉｎｔの頭文字をとっています。

米国航空宇宙局（ＮＡＳＡ）における宇宙食の製造に当たって，食品の安全性を高度

に保証する衛生管理手法として開発されました。この衛生管理手法は，食品の製造・加

工工程のあらゆる段階で発生するおそれのある危害についてあらかじめ調査・分析（Ｈ

ａｚａｒｄ Ａｎａｌｙｓｉｓ）し，この分析結果に基づいて，より安全性が確保され

た製品を得るために特に厳重に管理する必要がある段階を重要管理点（Ｃｒｉｔｉｃａ

ｌ Ｃｏｎｔｒｏｌ Ｐｏｉｎｔ）と定め，これが遵守されているかどうかを常時監視

することにより，製造工程全般を通じて製品のより一層の安全性を確保する手法です。

日本でも，平成７年に国がこの考え方を導入し，公的に認める衛生管理システムとし

て，総合衛生管理製造過程（通称マルソウ）の承認制度があります。

● ＢＳＥスクリーニング検査

牛がＢＳＥに感染していないかどうかを，牛の脳の一部（延髄）を取り出して，そこ

にＢＳＥの原因と考えられる異常プリオンがあるかないか調べるための一次検査です。

国内では，初のＢＳＥ感染牛が確認されて以降，平成１３年１０月１８日から，と畜

場でと殺解体されるすべての牛について全国の食肉衛生検査所等において実施されてい

ました。検査対象月齢は，段階的に引き上げられたものの，牛の全頭検査は継続されま

した。

その後，国内外のリスクが大きく低下してきたことを踏まえ，食品安全委員会の食品

健康影響評価結果に基づき，平成２５年７月１日から，国産牛のＢＳＥ検査対象月齢が

４８か月齢超に引き上げられました。平成２９年４月１日からは，牛海綿状脳症対策特

別措置法施行規則を改正して，健康と畜牛のＢＳＥ検査を廃止しましたが，今後も生後

２４か月齢以上の牛のうち，生体検査において神経症状及び全身症状を呈するものに対

するＢＳＥ検査は継続されます。

ま

● 宮城県食品衛生監視指導計画

食品衛生法に基づき都道府県等が実施する監視指導等について，厚生労働大臣が定め

る食品衛生監視指導指針を踏まえて，都道府県知事等が毎年計画を定めるものです。

地域の実情を踏まえた食品衛生関係施設に対する重点的，効率的かつ効果的な監視指

導のほか，流通する食品の検査，自主衛生管理の指導なども含めて計画を策定します。

● 宮城県産生かき適正表示協会

宮城県産食品に係る表示の適正化を推進し，消費者の信頼を得るため，業者自らが自

主基準を制定し，これを県が認証する制度である「宮城県産食品に係る適正表示協会制

度」（平成１４年９月２４日設置）に基づき，宮城県産生かきに係る食品表示の適正化の

ために，県内のかき仲買・袋詰め業者により平成１４年１０月４日に設置されたもので

す。

● みやぎ食の安全安心県民総参加運動

みやぎ食の安全安心推進条例」に基づき，「安全で安心できる食」の実現を目指し，食

の安全安心確保対策が，持続的かつ着実な取組が図られるよう「みやぎ食の安全安心取
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組宣言事業」及び「みやぎ食の安全安心消費者モニター制度」を中心に，消費者，生産

者・事業者及び行政の協働した取組として県民総参加運動を展開するものです。

● みやぎ食の安全安心消費者モニター制度（消費者モニター）

消費者の役割を自らの行動により積極的に果たす人材を育成するとともに，多くの消

費者の目で食の安全安心を確認することを目的として，県内に住む食の安全安心に関心

のある消費者の方々に消費者モニターとして登録してもらい，正確な知識の習得，日ご

ろの情報収集，県への情報提供，各種講習会等への参加等の活動を行ってもらうもので

す。

● みやぎ食の安全安心取組宣言事業

生産者・事業者の食の安全安心に関する取組を消費者に伝えることにより，自らの食

の安全安心への意識の高揚を図り，消費者が食品を選択し購入する際の目安を提供する

ことを目的としているものです。生産者・事業者は，県のガイドラインに従い自主基準

を定め，その基準を公開するとともに，県が認めたロゴマークを使用して，食の安全安

心の取組を広く県民にＰＲします。

● みやぎ食の危機管理基本マニュアル

食の危機の未然防止を図るとともに，危機発生時においては，迅速かつ適切な危機対

応を行い，県民の食の安全安心の確保と風評被害による経済的損失を最小限に止めるこ

とを目的とするものです。マニュアルでは，危機の未然防止に向け，食の危機管理対応

チームを設置し，非常時のみならず平常時においても情報の収集，共有化，必要な庁内

調整等を行うこととしております。

● みやぎ食品衛生自主管理登録・認証制度

宮城県では，平成１６年１０月に国のＨＡＣＣＰ（ハサップ；危害を分析し，重要管

理点を定めて監視することにより，食品の危害発生を防止するシステム）承認制度より

対象を広げ，県内（仙台市を除く。）の中小の食品製造，加工，調理を行っている施設で

もＨＡＣＣＰの手法を取り入れ，一定レベル以上の衛生水準を保っている施設を評価し，

業界全体の衛生レベルの向上を図るために，独自の食品衛生自主管理登録・認証制度を

開始しました。

近年，食品衛生管理の手法としてＨＡＣＣＰが国際標準となっていること，食品衛生

法施行条例を改正し，管理運営基準にＨＡＣＣＰ導入型が選択できることとなったこと

等から，平成２７年１０月，内容を見直し，制度の改正を行いました。

現在は，認証をステップアップ方式とし，ステップ１，２及び３，さらに自主的衛生

管理項目を実施した者はプレミアム認証とし，ＨＡＣＣＰの普及啓発に努めています。

● みやぎの環境にやさしい農産物認証･表示制度

食料に対する安全性や環境問題への関心の高まりに応えるため，宮城県では一定の要件

のもとで農薬や化学肥料の使用を低減して栽培された農産物（特別栽培農産物）を４つの

区分（農薬化学肥料不使用栽培農産物，農薬不使用化学肥料節減栽培農産物，農薬節減化

学肥料不使用栽培農産物，農薬化学肥料節減栽培農産物）で認証しています。

ら

● リスク（Ｒｉｓｋ）

食品中にハザード（危害要因）が存在する結果として生じる健康への悪影響の起こる

可能性とその程度（健康への悪影響が発生する確率と影響の程度）をいいます。

● リスク管理（Ｒｉｓｋ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）
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リスク評価に基づき，すべての関係者と協議しながらリスク低減のための複数の政策

・措置について技術的な可能性，費用対効果などを検討し，適切な政策・措置を決定，

実施することをいいます。政策・措置の見直しも含みます。

● リスクコミュニケーション（Ｒｉｓｋ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ）

リスク評価（後記）やリスク管理を行う中で，生産者から消費者に至るすべての関係

者との間で，リスクに関する情報・意見交換を行う過程をいいます。

● リスク評価（Ｒｉｓｋ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ）

食品に含まれるハザード（危害要因）を摂取することによって，どの位の確率でどの

程度の健康への悪影響が起き得るかを科学的に評価することをいいます。

● リスク分析（Ｒｉｓｋ Ａｎａｌｙｓｉｓ）

食品を通じてハザード（危害要因）を摂取することによって健康に悪影響を及ぼす可

能性がある場合において，その発生を防止又は抑制する全過程をいいます。可能な範囲

で，食品事故を未然に防止したり，悪影響の起こる確率や程度を最小限にすることなど

を目的としています。


